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CIMやi-Constructionが目指すもの
〜建設生産性「革命」への序章〜

1．はじめに

日本建設業連合会（以下，日建連）の前身にあ
たる，日本土木工業協会（以下，土工協）におい
て「CALS推進計画」を策定したのが1995年であ
る。また同年，国土交通省（当時は建設省）にお
いても国の施策に合わせ「公共事業支援統合情報
システム研究会」が立ち上げられた。このような
流れを受け，土工協では1995年から公共工事にお
ける生産システムの最適化を見据えた活動を行っ
てきた。

当時の活動を振り返ると，海外の取り組み事例
の調査を基に，公共事業における情報システムの
最適な活用方法，情報インフラ基盤，書類の統一
化，建設資材のコード化，入札システムの構築，
将来あるべき姿などについて検討し，その成果を
報告書としてとりまとめ公表していた。

筆者は，これらの活動の初期段階から現在に至
るまで参画しているが，20年前から一貫して追い
求めていた姿は，建設業における「生産性向上」
を実現させるため，情報技術というツールをどの
ように利活用していくかであったと思う。

それから20年が経過した現在，建設事業の様々
な変遷の中で，CALS/ECからの流れを受けた

「CIM」や「i-Construction」というキーワードが，

真に「建設生産性向上」に資する取り組みとして
開花するのか，あるいは，ただのかけ声だけの取
り組みになってしまうのか，ここにきて大きな変
革点に差し掛かっているような気がする。

本稿では，これまでの建設業における「生産性
向上」の変遷を踏まえ，今後，日建連として，ま
た建設産業全体としての向かうべき方向性を示す
ことができればと思う。

2．日建連が目指すもの

日建連では，2016年（平成28年）４ 月28日に「生
産性向上推進要綱」を公開した（図― 1）。

この要綱には，我々建設産業としての構造的な
問題点や課題をあげており，その課題への解決策
として，土木分野においては，「コンクリート工
の効率化」「ICTの活用」「書類削減による業務効
率化」「適切な工期設定と工程管理」の ４ 本柱を
掲げている。

このような要綱を策定しなければいけない背景
は，ご承知のとおり，生産人口の減少である。建
設技能者の人口は，2014年時点で343万人である
が，他産業に比べ極端な高齢化が進んでおり，今
後10年で128万人の大量離職者が発生すると日建
連では試算している。

また日建連は，これから訪れる建設技能者の大

36 建設マネジメント技術　　2016 年 7 月号



特集i-Construction ⑶建設技術の最先端

量離職時代を乗り切り，未来につながる生産体制
を維持するためには，90万人の若手を中心とした
新規入職者の確保と35万人の省人化を業界全体が
一丸となって達成する必要があると述べている。

この中の「35万人の省人化」については，すで
に各企業が自助努力で行っている生産性向上だけ
では，達成するのが非常に難しい状況にあり，今
まさに，企業間の垣根を超え，業界として真剣に

「省人化」へ取り組んでいく必要がある。
このような背景を踏まえ，今までのような

CALS/ECから声高に説いてきた情報基盤やICT
の活用による建設生産活動の効率化は，さらにそ
の実施を突き進め，真剣に取り組まなければなら
ない中心的な活動として注目されている。

併せて，国土交通省の「i-Construction」の内，
「ICTの全面的な活用（ICT土工）」と「全体最適

の導入（コンクリート工の規格の標準化）」「施工
時期の平準化」の ３ つをトップランナー施策とし
てあげているが，本稿では特にその中の「ICTの
全面的な活用（ICT土工）」についての具体的な
取り組みと効果について記していきたい。

3．ICTの全面的な活用（ICT土工）

国土交通省が昨年11月に出した「i-Construction」
の内，この「ICTの全面的な活用」とは具体的に
何をすることなのか。また，ICTの全面的な活用
が，どの程度生産性向上に寄与するのか，日建連
の具体事例を紹介しながら，その効果の一例を紹
介する。

図― 1　日建連が作成した生産性向上推進要綱
（URL：http://www.nikkenren.com/publication/detail.html?ci=238）
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⑴　CIMへの取り組み
日建連では，2013年からインフラ再生委員会の

下に設置した技術部会において，施工段階におけ
るCIMの活用と普及拡大に向けた活動を行ってき
た。

CIMについては，まず設計段階から施工段階に
至るまでの利用を進め，最終的に維持管理段階に
おいての活用も視野に入れた建設生産活動のマネ
ジメントツールとして，国土交通省を中心に期待
されている。日建連としては，主に施工段階にお
ける活用についての議論が行われており，各社の
取り組み事例の収集とそのツールの活用促進に向
けた活動が行われている。

また，日建連会員企業が実際の工事において
CIMを活用した事例をとりまとめた「施工CIM事
例集」を2015年より作成・公表しており，2016年
の事例集では48事例がまとめられている（図― 2）。

この中で，施工段階における取り組みとして，
山岳トンネルの事例を紹介する。

山岳トンネル工事においては，事前の設計段階
における設計情報だけでは，実際の施工は難しい
状況にある。例えば，現状では実際の地盤情報が
少ない中で想定された設計しかできていないた
め，施工段階で得られる切羽情報を基に，次の地
盤情報を予測しながら，当初設計と併せて，施工
方法を検討していかなければならない。

そのために，現状の地層を把握し，今までの応
力偏位などの情報を見ながら，全体地形を考慮し
て，設計段階で与えられている地層情報などを全
体一元化し検討を進めることが施工を進める上で
重要な要素となっている。併せて，これらの情報
を一元化して発注者との協議を実施するが，従来
はこれらの情報を ２ 次元図面やグラフ，写真など
多くの情報を打ち合わせの担当者がそれぞれ想像

図― 2　施工CIM事例集（2016）
（URL：http://www.nikkenren.com/publication/detail.html?ci=239）
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しながら話を進めていた。そのため，互いの意思
疎通に時間がかかるだけでなく，同じ状況を各自
の頭の中で形作っているため，合意形成までに時
間がかかっていた。このような状況を改善するた
め，図― 3のような取り組みを実施し，施工で必
要な情報を ３ 次元モデルに一元集約し，施工管理
を行った。

効果としては施工情報を統合管理することによ
り，より正確な情報共有が行われ，それまで発注
者と行ってきた定例会議の時間（ ２ 〜 ３ 時間）が
約半分の時間（ １ 〜1.5時間）で終わらせること
ができるようになった（写真― 1）。

このような効果を体感しながら，CIMが実際の
施工で使える状況にあるかを確認しながら進めて
きた。また，トンネルでは新たな取り組みとし
て，施工段階の上流である設計段階においてこの
施工モデルを開示しながら，建設コンサルタンツ
協会との意見交換などを行ってきた。

施工段階において利用しているCIMを通じて，

設計段階におけるデータ構築方法やモデル作成方
法などを打ち合わせし，施工から設計へのCIM活
用におけるフィードバックを実施していた。この
活動が2014年に発足した産学官CIMにも影響を与
え，CIMガイドライン構築へと流れをつくった。

このような活動を通じ，日建連として，CIMを
活用することによる生産性向上のポイントを今後

図― 3　トンネルにおけるCIM活用事例

写真― 1　  発注者との定例打ち合わせで 
CIMデータを活用
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も事例を分析しながら進めていく予定である。

⑵　情報化施工（ICT土工）の取り組み
土工事におけるCIM活用フェーズ（図― 4）は，

CIMへの取り組みと併せて積極的に展開されてき
た。

従来土工事では，定期的に測量を実施し，施工
の出来高数量（土量管理）や既済検査などで出来
形確認（形状管理）を行ってきた。

測量にかかる人と時間，測量した結果をまとめ
る時間など，結果を出すまでには時間を要するこ
とが多かったが，このツールを活用することで，
施工面積にもよるが，測量にかかる人工が約75％
も削減された事例もある（図― 5）。

このUAVを活用した省人化については，2015
年11月に国土交通省が提唱したi-Constructionの
中のICT土工においても積極的に取り上げられて
おり，この実施のために新規や改訂といった新し
い基準類が整備されたものにも積極的に掲載され
ている（図― 6）。

UAVというツールを使い，省人化が図られる
ことは，日建連でもすでに多くの企業が導入し実

施していることからも明らかであり，今後さらな
る導入が促進されると思われる。

また，ICT重機を積極的に利用することにより
施工性が向上され，法面整形にかかる施工時間が
約半分で済んだ事例もある（図― 7）。

ICT建機の積極展開はUAVなどのツールと併
せ必要な省人化ツールとして，さらに導入が進む
と思われる。

図― 4　UAVを活用した出来高数量確認と出来形確認

図― 5　  出来高数量を算出するためにかかる 
人工比較
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4．課題から見える「カイゼン」

CIMもi-ConstructionにおけるICT土工につい
ても，目的は「生産性向上」である。日建連とし
ても，これらの目的を達成するために必要な企業
努力を行っているが，その効果をさらに上げるた
めに，今回，国土交通省が実施した基準類の新設
や改訂は非常に重要な取り組みであったと思われる。

まさに，今回の官民挙げての生産性向上への取
り組みについての本気度がうかがえる対応であっ
たが，その一方で基準類のすべてに「カイゼン」
点がないわけではないと思われる。

たとえば，出来形管理を実施する上で，15の基
準の内， ８ 番目に掲載されている「空中写真測量

（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）
を確認いただきたい。

空中写真測量を実施する場合の仕様として，利

用するデジタルカメラの計測性能が「地上解像度
１ cm/画素以内」で，撮影時に留意する事項とし
ては，「進行方向のラップ率90％以上」と規定さ
れている（図― 8）。

従来の実施方法とi-Constructionの規定に沿っ

図― 6　国土交通省が打ち出したi-ConstructionのICT土工を実施するための15基準

図― 7　ICT建機を利用した法面施工の省人化例
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て実施した方法を比較したのが表― 1である。こ
の表からもわかるとおり，従来方法と本規定によ
る方法を比較して，作業時間で約 ９ 倍，写真枚数
では約10倍の差がある。

この時間の差が精度にどのくらい影響を与える
かという観点で実施した結果は表― 2である。

これを見てもわかるとおり，実際の精度検証に

おいては，従来方法と差はほとんどなく，i- 
Constructionで規定された実施方法では，生産性
向上が難しい。

あくまでも一例ではあるが，これらのデータを
基に，以後発注者とどのように協議を進め，考え
方や実施方法について「カイゼン」を希望していく
かが，日建連としても重要な取り組みだと思われる。

表― 1　従来実施方法とi-Constructionの規定を実施した場合の比較表

図― 8　出来形管理要領からUAV活用時のデジタルカメラ性能や撮影方法の記載内容
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ここで少し補足するが，文中の「カイゼン」を
あえてカタカナ表記にしているのは，「改善」は
悪いことを良くする意味で，「カイゼン」とは今
できることをさらに良くするという意味で使い分
けているためである。

今回，国土交通省が提唱したi-Construction
は，まさにこの「カイゼン」を全面的に打ち出し
た取り組みであり，生産性向上をさらに高めるた
め，産業界からの意見を積極的に聞き入れる体制
がとられていると思う。

今回課題としてあげた部分も，実データを提示
しながら，産と官が互いの目的を共有しながら，
さらに良い方向に向かうことを期待している。

5．おわりに

生産性向上への取り組みが産業界だけではなく

官も真剣であることは，今回のi-Constructionに
おける一連の取り組みを見ても明らかである。
我々建設業は，今まさに転換期を迎えており，さ
らなるスピード感を持って生産性向上に資するた
めの取り組みを推進していく必要がある。

そのためには，従来の概念を払拭し，新しいこ
とへの飽くなき挑戦を進めることが重要である。
本稿のタイトルを「建設生産性向上」とするので
はなく，建設生産性「革命」と題したのは，まさ
にこの飽くなき挑戦への闘いを表現したかったか
らに他ならない。

この挑戦は，建設業界自らへの挑戦でもある。
今，まさに未来への一歩が踏み出された。50年

後，100年後の未来が良き未来となることを祈
り，本稿を終える。

表― 2　検証点での従来方法とi-Constructionの規定を実施した場合の比較表

【検証点】
　空中写真によって取得した位置座標の計測精度を確認するために必要となる位置座標を持つ点
であり，基準点あるいは，工事基準点上といった既設点や，基準点および工事基準点を用いて測
量した座標値を用いる。空中写真測量（UAV）の計測精度を確認するために，検証点における
空中写真測量の算出結果と真値となる既知点あるいは測量した座標値を比較する。なお，検証点
は，空中写真測量から得られる位置座標の確認に利用するため，空中写真測量の標定点として利
用しない点である。
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